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表 2 　EU 洪水指令　予備的リスク評価についての記述（抜粋）
加盟国は…本条第 2項に従って予備的な洪水リスクアセスメントを行う。」（ 4 条- 1 ）
・ 「アセスメントは少なくとも以下の項目を含む。（a）流域地域の地図、（b）過去に起きた洪水についての
記述、（c）過去に起きた重要な洪水についての記述、必要性に応じて（d）将来の洪水の想定される被害
の評価」（ 4条- 2 ）
・「加盟国は…洪水リスクが存在しうるとされる地域を同定する。」（ 5条）
表 3 　EU 洪水指令　ハザードマップ・リスクマップについて（抜粋）
・「加盟国は…洪水ハザードマップと洪水リスクマップを用意する。」（ 6条- 1 ）
・ 「洪水ハザードマップは以下のシナリオに従って洪水可能性のある地理的エリアをカバーする。（a）頻度の
低い、あるいは極端な出来事のシナリオ。（b）頻度の中間的な洪水（再現期間約100年以上）。（c）当該地
域で頻度の高い洪水。」（ 6条- 3 ）
・ 「 3項の各シナリオに対して以下の要素が表される。（a）洪水の範囲。（b）おおまかな水深。（c）適切な場
所における水流の速度あるいは主要な水の流れ」（ 6条- 4 ）
・ 「（a）影響を受ける可能性のある人間の数。（b）影響を受ける可能性のある地域の経済活動のタイプ。（c）
環境保護と関係する施設（d）その他加盟国が有用とみなす情報（土石流等の起きうる地域や深刻な汚染
の源に関する情報など）（ 6条- 5 ）
　そして第 3章では洪水ハザードマップと洪水リスクマップについて述べている。 6条 3ではハザー
ドマップが想定するべき水害の大きさ（頻度）を、高頻度、中頻度、低頻度の 3段階で示している。
具体的数字は中頻度が100年以上なので、低頻度は500年とか1000年に一度の水害ということになろ
う。そして 6条 3項ではハザードマップの備えるべき要件が述べられている。続いて第 6条 5項では
リスクマップの要件が述べられる（表 3）。そして第 4 章では洪水リスク管理計画について述べられ
る。まず第 7条では洪水リスク管理計画は 6条で述べられたハザードマップやリスクマップに基づい




サステナブルな土地利用の実践や遊水池などの保水の改善なども含むことになる（ 7条- 3 ）。
　では、この洪水指令からは、どのような思想や哲学が読み取れるのか。第 1 に目につくのが前文































　EU指令には ‘giving rivers more space’ という言葉があったが、それ以前にも似たような政策がヨー
ロッパではとられていた。たとえば1993年および1995年のライン川の大洪水の後、ドイツ政府は
‘more room for river’ という、貯留と移送の空間を新たに作る政策を採用した。イギリスでは Future 
Flooding projectが政府の ‘Making Space for Water’ 政策の刺激となった。フランスでは Flood manage-














という（Hall et. al. 2011）。なるほど、日本でも、一級河川では200年に一度の大雨に備えて堤防など
の計画高を定め、水位に合わせた洪水警報を発している。
　一方 Faulknerら（2011）によれば、欧米の洪水対策 flood risk management（FRM）では、洪水を
防ぐという時代から、専門家と社会がより広範に事前に参加するという、重要な変化を遂げてきたと




スの強化促進を通して行われるという（Faulkner et al. 2011）。
























































　第 1 に災害の発生を前提としていることがある。それは ‘Making Space for Water’（イギリス）、




























































「Making Space for Water政策」ほどのインパクトが感じられないのはなぜだろうか。それは、減災
の理念を掲げても、その中身が従来の防災対策の延長上にある総花的なものだからである。すなわち
上述の「防災基本計画」の第二章で「防災の基本理念および施策の概要」が示されているが、そこで









































































































































　500年に 1 度、1000年に 1 度といった大災害に見舞われた社会では、似たような発想が生まれる
が、その対処方策は国ごとに異なっているようである。
　第 1 に災害を前提とした考え方については、ヨーロッパでは ‘Making Space for Water’、日本では
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Philosophies of Disaster Risk Management: Comparing Japanese 
and EU Legislation on Disaster
Isao NAKAMURA
　This paper examines philosophies of disaster risk management, comparing Japanese and 
EU legislation. In Europe, the symbolic ‘EU Flood Directive 2007’ seems to have a 
philosophy on flood risk management. It consists of the following features: 1） accepting the 
concept that the occurrence of disasters is inevitable, 2） integrated risk-based policy 
including the concept of frequency of disaster, cost-benefit and por tfolio-base, 3） 
sustainability or building in a society. In Japan, the concept that the occurrence of disaster is 
inevitable is also accepted in the word ‘Gensai’. But although central and local governments 
assess the damage of disasters in the future in Japan, the integration of risk-based policy and 
the concepts of cost-benefit, portfolio-base and sustainability are insufficient.
